
厚生労働省老健局

介護施設等における生産性向上に資する
パイロット事業

より良い職場・サービスのために
今日からできること
（業務改善の手引き）

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00013.html

◆「より良い職場・サービスのために今日からできること
（業務改善の手引き）」は、

下記ホームページから閲覧・ダウンロードできます。
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業務改善の考え方

　このような状況の中においても、介護の質を確保
し、向上させていくことが、介護現場が直面するこ
とになる課題です。こうした課題を抱えつつも、人
手不足の中であっても介護現場が地域における安心
の担い手として役割を果たし続けるためには、
①人手不足の中でも介護サービスの質を維持・向上
を実現するマネジメントモデルの構築　②ロボット・
センサー・ICTの活用　③介護業界のイメージ改善
と人材確保
に関し、介護業界を挙げて取り組むことの必要性
が、「介護現場革新会議　基本方針」（2019年（平
成31）３月28日）の中で述べられています。
　①については、施設・事業所向け手引きの中で紹
介している改善活動そのものであり、介護に関する
業務を「直接的なケア」と「間接的業務」に分け、
施設・事業所内の課題を抽出した上でPDCAサイク
ルを回していくことを示しています。
　②については、ロボット・センサー・ICTといっ
たテクノロジーを活用することで介護の質を維持・
向上させていくことが推進
されています。
　特に ICT の活用について
は、従来の紙媒体での情報
のやりとりを抜本的に見直
し、ICTを介護現場のインフ
ラとして積極的に導入して
いく動きが求められていま
す。介護分野の ICT 化は介

護職員が行政に提出する文書等の作成に要する時間
を効率化し、介護サービスの提供に集中する上でも
重要であると言え、厚生労働省において行政文書の
標準化、簡素化の検討が進められているところです。
介護現場の情報をICT化することにより、ビッグデー
タの蓄積が可能となり、エビデンスに基づく介護サー
ビスの提供を促進することにもつながります。
　③については、①で仕分けた「間接的業務」を、
ロボット・センサー・ICTを活用することにより介
護業界のイメージを刷新しつつ、活躍の場を創出し
て元気高齢者に参加してもらうなど、介護分野への
多様な人材の参入促進につなげていくことが求めら
れています。
　介護分野の生産性向上は、こうした３つの観点を
踏まえて、自治体、関係団体、介護施設・事業所等
が一体となって進めていくことが重要であり、これ
により介護の質を維持・向上しつつ、急増・多様化
する介護ニーズに的確に対応することが可能になる
と言えます。

　日本の人口はここ数年間で減り続けてお
り、2014 年の総人口は約１億２,708 万
人で、前年と比べると約21万５千人減少
しています。特に、生産年齢人口は減少が
続いており、2040年にかけてその傾向が
さらに大きくなることが予測されています。
　近い将来、高齢化社会のピークを迎え、
介護ニーズの急増と多様化に対応する必要
がある一方、人口減少社会の到来で生産年
齢の介護人材の確保が困難になります。

業務改善が求められる背景

（出所）2016年までは総務省統計局「国勢調査」および「人口推計」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所
         「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」を基に作成

● 総人口の推移

● 増える介護需要

 （出所）第7期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について（平成30年5月21日厚生労働省社会・援護局） 
厚生労働省ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12004000-Shakaiengokyoku-Shakai-Fukushikibanka/0000207318.pdf 
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業務改善とは一般的に、業務のやり方を工夫す
ることで、現状の業務から「ムリ」「ムダ」「ム
ラ」を無くし、現状の業務をより安全に、正確
に、効率的に行うことや、負担を軽くすること
などを目的として取り組む活動と言えます。
生産性は、Output（成果）/Input（単位投入量）
の分数で表しますが、実際の生産性を向上させ

るためには、「Input」と「Output」の間にあ
る過程「Process」に着目して取り組む重要性
が指摘されます。

本手引きでは、介護サービスの業務改善の上位
目的を「介護サービスの質の向上」とし、業務
改善に取り組む意義は、人材育成とチームケア
の質の向上、そして情報共有の効率化であると
考えます。またこの３つの意義に資する取組を
通して、楽しい職場・働きやすい職場を実現し、
そこで働く人のモチベーションを向上すること
で、人材の定着・確保へつなげることを目指し
ます。

業務改善の目的を捉える観点は様々あり、例え
ば、適材適所の人員配置の実施や備品・消耗品
の管理方法の見直しで職員の負担を減らしたり、
介護の目的を明確化し見つめ直すことで自分の
仕事の必要性を実感しモチベーションを向上さ
せることなどが挙げられます。
また、評価の観点は量的な効率化と質の向上に
加え、職員間での負担の偏りの是正も重要です。

介護の業務改善を考
える場合、立場によっ
て捉える側面が異なり
ますが、本手引きでは、
施設・法人・地域単位
の目線で業務改善の取
組を扱っています。

一般的な業務改善の捉え方

介護サービスにおける業務改善の捉え方

本手引きにおいて業務改善を捉える目線：施設・法人・地域単位の目線

Process
過程

Input
単位投入量

Output
成果
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介護サービス施設・事業所における
業務改善の意義は人材育成とチーム
ケアの質の向上、そして情報共有の
効率化です。介護サービスにおける
業務改善を進める方法として、7つ
の視点から取り組んでいます。具体
的には、日常業務の中からムリ・ム
ダ・ムラを見つけ解消していく一連
の取組です。

施設・事業所向け手引きでは、介護に関する業
務を「ケアに直接関係する業務」と「ケアに直
接関係しない業務」に分け、取組成果の考え方
を「質の向上」および「量的な効率化」の２つ
の視点から捉えています。
「質の向上」は、業務の改善活動を通じて、ケ
アに直接関係する業務時間の割合増加や内容の
充実を意味し（下図①）、「量的な効率化」は、
業務の質を維持・向上しつつ、ムリやムダのあ
る作業や業務量（時間）を減らすことを意味し
ます（下図②）。
また、施設サービスでは介護ロボットなどの活
用により、ケアに直接関係する業務時間の効率

化や安全性の向上も含みます。
「量的な効率化」により業務負担を軽減し働
きやすい環境づくりを図り、業務改善によって
生み出した時間や人手の余裕を研修の実施や
OJTなどの人材育成の時間に振り分け、「質の
向上」に活用する考えもあります。 （下図②）
また、特定の個人への仕事の偏りを是正するこ
とは、仕事に対するモチベーションの向上につ
ながります。その結果、利用者とのコミュニケー
ションは増え、より理解が深まり、また職員間
のコミュニケーションも豊かになるなど、明る
い職場づくり、楽しい職場づくりにつながります。

介護サービス施設・事業所が取り組む業務改善の7つの視点

業務改善の取組成果のイメージ
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１�地域全体で取り組む意義
　現役世代が減る中で、介護施設・事業所が、引き
続き、地域における介護サービスの拠点として機能
するためには、介護施設自身が業務改善をすること
はもとより、地域の中でこの介護サービスの拠点を
どう生かしていくのか、という視点が重要になります。
介護サービス従事者、利用者、利用者の家族のみならず、地域との間でも、より厚い信頼関係を構築す
ることが重要です。また、介護に対する社会承認のためには介護の魅力を発信する機会を創り、小学生・
中学生・高校生などに早くから介護という仕事への親しみを持ってもらうとともに、進路指導など学校
現場の教員の方々に介護職の魅力的なイメージを共有してもらう取組が求められています。そのために
は、各地域の実情や地域資源を考慮しつつ、福祉関係者だけでなく、雇用や教育などの多様な関係者と
も連携しながら、地域全体で取り組んでいく必要があり、こうした地域づくりを主導していくのは自治
体の役割であると言えます。

２�地方版「介護現場革新会議」の開催　
　国が平成31年３月にとりまとめた「介護現場革新会議」の基本方針では、①人手不足の中でも介護サー
ビスの質の維持・向上を実現するマネジメントモデルの構築（介護現場における業務の洗い出し・仕分け、
元気高齢者の活躍）、②ロボット・センサー・ＩＣＴの活用、③介護業界のイメージ改善等を示しまし
た。介護現場革新は、現場で働くスタッフの働き甲斐を高め、サービスの質や処遇の向上につながるこ

介護現場革新の取組について

自治体の役割・期待されること

介護現場革新の取組については、平成30年度に介護現場革新会議における基本方針のとりまとめや生産
性向上ガイドラインを作成し、令和元年度には介護現場革新会議の基本方針を踏まえた取組をモデル的に
普及するため、自治体を単位とするパイロット事業を7自治体で実施しました。（p11参照）

都道府県・市区町村

地方版「介護現場革新会議」の開催

介護施設 関係団体等地域の
多様な関係者

介護現場革新の取組概要



8

とをねらいとします。これら
の取組を進めるためには、１
つの介護施設や事業者のみの
自助努力だけでは限界があり、
介護施設間での試行錯誤も含
めた業務効率化の経験の共有、
業務改善のノウハウを持つコ
ンサルタントや介護ロボット・
ICT の開発企業の協力によっ
て更なる効果が期待できます。
　また、元気高齢者の活躍や
介護業界のイメージ改善を進
めるに当たっては、子供から
高齢者まで幅広い世代の地域
住民に対して、介護の仕事の
本質や魅力を丁寧に理解して
もらうことが重要であり、雇
用や学校の関係者との連携も
欠かせません。
　介護現場革新の取組を進め
るためには、自治体が主導し、
介護や福祉関係者だけでなく地域の多様な関係者と協働して取組む必要があり、そのためには地域にお
ける話し合いの場を設けることが重要です。常日頃から顔が見える関係づくりを行うことによって、地
域の置かれた実情や地域資源を前提として、それぞれの関係者が実施している内容の共有が進み、共通
の目標設定を行うことも可能となります。また、地域内での新たな連携の可能性を探ることもできます。

（１）介護現場革新会議の構成
　先行的な取り組みをしている施設や有識者、介護関係者だけでなく、医療関係者や雇用関係者、学校
関係者、大学等の学術機関など幅広い関係者で構成することにより、地域の重層的な課題に取組むこと
が可能となります。普段から施設や事業所と地域のつながりを支援することは自治体の重要な役割です。

（２）地域の課題に対する対応方針の策定
　まずは、地域の現状を関係者で把握し、地域の介護現場の課題を共有することが重要です。共有した
地域の課題に対して、地域資源を活かしてどういったアプローチが出来るのか検討を行い、地域資源の
充足状況を明らかにします。また、それぞれの主体が実施している事業や取り組みを共有し、新たな連
携の可能性を探ります。
　その上で、地域の課題に対する対応方針の策定を行います。策定に当たっては、解決に向けた取組の
方針をまとめることに併せて、地域医療介護総合確保基金等を活用した支援策の充実も重要です。
　会議には、地域のエリアやネットワークを考慮し､意欲のある施設に積極的に参画していただきましょう。

（３）事業整備の計画
　現役世代の減少や高齢化、過疎化など、人口構造や社会環境の変化にもかかわらず、介護施設が地域
での役割を継続的に果たすためには、業務の洗い出し･切り分けや介護ロボット･ICTの導入などに代
表される業務効率化の観点と、介護の担い手である職員の人材確保･定着支援といった観点があり、こ
れらの観点は、車の両輪としてどちらも積極的に取り組む必要があります。

自治体主導の介護現場革新の取組イメージ
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　地域医療介護総合確保基金では、介護ロボッ
ト・ICTの導入補助をはじめ、元気高齢者の活
躍を促進するセミナー、介護のしごと魅力発信、
介護職員に対する悩みの相談窓口の設置等、様々
なメニューがあり、地域の実情に併せて整備し
ていくことが効果的です。

３�地域のモデル施設・事業所の育成
　介護施設・事業所が業務効率化の取組を進め
る上では、様々なステップがあり、①施設・事
業所内の経営者や管理者、介護職員等のスタッ
フの認識の共有、②タイムスタディ調査による業務の課題分析を行い、直接業務と間接業務の洗い出し・
切り分け、③業務のムリ・ムダ・ムラの改善や元気高齢者やロボット・センサー・ICT活用の検討、④
業務改善実践後のPDCAという一連の流れを継続して実施していく必要があります。
　そのためには、施設・事業所の自助努力は欠かせませんが、多くの介護施設・事業所では目の前の介
護業務に精一杯で業務改善の取組に意識が及ばない施設も少なくありません。
　こうした施設・事業所に対し、地域の中で業務改善の成果をあげる先進モデルの施設・事業所が生ま
れることによって、周辺の介護施設・事業所へ業務改善の取組が伝播されていくことが大いに期待でき
ます。
　介護現場革新会議では、発進力のあるモデル施設・事業所を地域全体で育成していくことが重要なのです。

（１）施設・事業所内の業務改善と職員の意識啓発
　施設・事業所内での業務改善は、業務コンサルタント等の第三者を活用したタイムスタディ調査等に
より課題分析・実行計画等を行った上で、介護ロボット・ICT等を活用して実践することになりますが、
実践にあたっては、トップ層（経営者層）と業務改善のプロジェクトを推進するミドル層（介護従事者
層）の役割が重要となります。また、トップ層とミドル層がそれぞれの役割を相互に理解することによ
り、施設・事業所一体となった業務改善が実現します。

①トップ層（経営者層）の意識改革
　トップ層は、介護現場の業務改善の意義を伝授し、
施設・事業所が一体となって業務改善に取り組むこと
を主導する役割を担っています。つまり、人材育成とチー
ムケアの質の向上、そして情報共有の効率化など施設・
事業所全体をマネジメントする役割を担う必要があり
ます。
　介護現場では、業務改善という中長期的な取組への
対応よりも、日々直面する短期的な対応を優先する傾
向があります。しかし、今後人材が不足する中で介護サー
ビスの質の向上を目指す上では、介護現場の業務改善
のPDCAの必要性を、トップ層が理解することが重要
です。
　介護従事者が主体的に業務改善に取り組むことができる環境を整備し、介護従事者自らが課題と対応
策に取り組む働きがいのある施設・事業所であることが、人材定着にもつながります。

地域医療介護総合確保基金のメニュー事業の例（令和２年度現在）

トップ層への働きかけイメージ
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②ミドル層（介護従事者層）の育成
　介護現場で実際の改善活動を行っていく上では、改
善活動を行うプロジェクトチームを立ち上げ、プロジェ
クトリーダーを決めることが必要です。また、施設・事
業所内で継続的に改善活動を行っていくためには、こ
うしたプロジェクトリーダーを経験年数やある特定のキー
パーソンに頼ることなく、前向きに取り組む意思がある
など、組織の中で引き継げるような仕組みを念頭に置
くことが重要です。
　こうした点を踏まえると、プロジェクトリーダーの育
成を施設・事業所に任せるのではなく、地域で一体的
に育成することができるよう、リーダー育成のための
手順書の作成やリーダー育成のための研修等を実施し、
業務改善コンサルタントや関係団体と一体となって進めることでより効果が高まります。

（２）業務改善に向けた課題分析・業務改善の実践
　業務改善に取組むためには、現場の課題を見える化し、実行計画を立て、施設・事業所内の業務体制を
見直した上で、改善活動のPDCAを繰り返し行っていく必要があります。こうした一連の活動は、施設・事業
所独自で行うことには限界があり、第三者の伴走支援が効果的です。
　また、実際の業務活動を検討する際には、元気高齢者の活躍やロボット・センサーの活用を検討すること
になります。都道府県は、これらの取組に必要な支援を行うために、地域医療介護総合確保基金等を効果的
に活用し、十分な支援体制を整備する必要があります。

（３）モデル施設を主体とした地域の介護施設・事業所への取組の普及
　モデル施設の業務改善の成果は、地域の介護施設・事業所へ広めていく必要があります。モデル施設・事
業所は地方版「介護現場革新会議」で取組の成果を発表する他、自治体は好事例として地域に普及していく
ことが重要です。自治体のホームページでの公表や研修会等の機会を活用することだけでなく、関係団体と
も協働しながら取組を普及していくことが大切です。
　また、業務効率化等に取り組んだ施設・事業所は先進モデル施設・事業所として、必要に応じて見学の受
入やアドバイス支援等を実施し、介護現場革新の取組の牽引役として、業務効率化に関するノウハウを地域に
広めていく役割も担います。

４�介護業界の魅力発信
　介護人材の確保・定着のためには、介護施設・事業所の外にも目を向けた幅広い視点から取組む必要があります。
それは、介護関係者にとどまらず、地域住民に広くアプローチしていくことで、介護現場の裾野を広げることにつ
ながります。
　また、介護人材を確保したとしても、介護職員がやりがいを持って継続して働き続けることが重要です。
　このように、介護人材の確保は、新規介護人材の確保（攻め）と定着支援（守り）を両輪で進めていくことが
重要です。各自治体では、子供から高齢者まで幅広い世代の地域住民に対して、多種多様な方法で介護の魅力発
信が行われています。好事例を参考にしながら、地域全体で積極的な取組を進めていくことが求められています。

ミドル層の育成イメージ

新規人材確保（攻め）

●中学生、高校生等の進路選択に際して、介護職の魅力
を正しく認識し、就業してもらえるよう、進路指導の
教員等への働きかけを強化

●定年退職警察官や退職自衛官の介護現場への就業促進

人材の定着支援（守り）

●介護職員の永年勤続表彰や介護技能コンテストの開催

●介護にまつわる感動エピソードの表彰など、介護職員
のモチベーションアップにつながる取組の実施

自治体向け手引き
p27（事例１,２）、
p29（事例６）参照

自治体向け手引き
p28（事例３）参照

自治体向け手引き
p30（事例８）参照

魅力発信のメニュー例
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介護現場革新の取組については、令和元年度には介護現場革新会議の基本方針を踏まえた取組をモデル
的に普及するため、自治体を単位とするパイロット事業を７自治体で実施しました。
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取組 事例番号 課題 ページ

介護現場の
魅力発信に向けた

取組事例

01 若い世代の介護分野への参入を促進させるためのプロモー
ションビデオ、ガイドブックを作成 P.27

02 教員を目指す学生の介護施設等への介護等体験における手
引書（学生用・受入施設用）を作成 P.27

03 みえ介護技術コンテストの様子を収めたプロモーションビ
デオ、ダイジェストレポートを作成 P.28

04 多様な市民が参加するワークショップを通じた介護のイメー
ジアップ方策の発信 P.28

05 介護現場で働く人をアート作品として、介護の価値を発信 P.29

06 福祉系の高校生が中学生に対して福祉体験学習を実施 P.29

07 地域の関係団体における若手経営者の議論の場を活かして県
がコーディネートし、ICTを用いた業務改善の実証につなげた P.30

08 かながわ感動介護大賞 P.30

元気高齢者の
活用に関する
取組事例

09 介護人材の確保、高齢者就労・介護予防を目的とした元気
高齢者による介護助手事業の効果を検証 P.31

10 県の複数事業が連携した元気高齢者のマッチング支援 P.32

11 シルバー人材センターによるマッチング結果の分析を通し
た、元気高齢者の活躍の場づくりのためのポイント抽出 P.32

テクノロジーの
活用事例

12 ＡＩを活用したケアプラン点検支援の試行 P.33

13
ICT・介護ロボット等活用を含む業務マネジメントと弾力
的な人員配置をパッケージ化した介護現場の新しい働き方
（北九州モデル）の具体化

P.33

14 独自の講習体系によるICT・介護ロボット等活用の専門人
材を育成するための講習制度の確立 P.34

15 地域の技術者、介護関係者など多様な人々が集まり、介護
の課題と解決策を議論する介護オープンラボの開催 P.35

本手引きで紹介する事例の一覧� （全15事例分）
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